
帯広市介護予防・日常生活支援総合事業

地域説明会資料

帯広市



介護予防・日常生活支援総合事業

（略称：総合事業）が始まる背景

 



２０４０年の日本の姿

• ２０２５年から２０４０年にかけて、団塊の世代
が７５歳から８５歳以上に移行、疾病リスクが
高まり死亡者数が増加し続ける。（高齢者数は
２０４２年がピークとされる）

• 団塊ジュニア世代が65歳へ

• ２０３９は死亡者数のピークと予想されてい
る。
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医療

● 医療機関が療養の場あるいは看取りの場
として機能することが難しくなる。

（病床数の限界、医療従事者不足）

● 在宅で治療を受け、看取られることのできる
仕組みづくりが必要。

在宅医療をすすめるためには、在宅介護サービスや生活支援
サービスの充実が不可欠
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75歳以上 65～74歳 15～64歳 ０～14歳

15-64歳割合 65歳以上割合 75歳以上割合

【国勢調査基準日時点】

高齢者は増加するが、支え手は減少する（帯広市）高齢者は増加するが、支え手は減少する（帯広市）高齢者は増加するが、支え手は減少する（帯広市）
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１０１０１０１０年後年後年後年後にはにはにはには要介護認要介護認要介護認要介護認
定者数定者数定者数定者数はははは１１１１．．．．４４４４倍倍倍倍になるになるになるになる

第六期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画より
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総合事業の背景

• ２０２５年（平成３７年）には、団塊の世代が７５
歳以上になる

• １人暮らし世帯や高齢者のみ世帯が増加
• 認知症高齢者の増加
• 生活支援ニーズの拡大
• サービスの担い手不足
• 介護保険給付費の増加
• 介護予防の効果を高める必要性（元気高齢者
を増やし、支えられる側から支える側に）
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総合事業の考え方

• 地域地域地域地域のののの多様多様多様多様なななな主体主体主体主体によるによるによるによる多様多様多様多様なななな生活支援生活支援生活支援生活支援をををを地域地域地域地域のののの中中中中

でででで確保確保確保確保

• 多多多多くのくのくのくの元気元気元気元気なななな高齢者高齢者高齢者高齢者がががが、、、、地域地域地域地域でででで支援支援支援支援をををを必要必要必要必要とするとするとするとする高高高高

齢者齢者齢者齢者のののの支支支支ええええ手手手手となるとなるとなるとなる

• 地域地域地域地域でででで社会参加社会参加社会参加社会参加できるできるできるできる機会機会機会機会をををを増増増増やすやすやすやすことがことがことがことが、、、、介護予介護予介護予介護予

防防防防ににににつながるつながるつながるつながる

• 介護専門職介護専門職介護専門職介護専門職はははは中中中中・・・・重度者支援重度者支援重度者支援重度者支援へへへへ重点化重点化重点化重点化
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総合事業の開始時期

帯広市は平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日

から開始します。
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総合事業について

＊別紙「帯広市介護予防・日常生活支援総合
事業のご案内」をご参照ください。

以下はパンフレットの補足です。
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予防給付によるサービス

・訪問看護

・訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・短期入所療養介護

・居宅療養管理指導

・特定施設入所者生活介護

・短期入所者生活介護

・訪問入浴介護

・認知症対応型通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・認知症対応型共同生活介護

・福祉用具貸与

・福祉用具販売

・住宅改修 など

総合事業によるサービス
（介護予防・生活支援サービス事業）

・・・・訪問型訪問型訪問型訪問型サービスサービスサービスサービス（（（（３３３３種類種類種類種類））））
・・・・訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護サービスサービスサービスサービス

・てだすけサービス・てだすけサービス・てだすけサービス・てだすけサービス

・つながりサービス・つながりサービス・つながりサービス・つながりサービス

・・・・通所型通所型通所型通所型サービスサービスサービスサービス（（（（２２２２種類種類種類種類））））
・・・・通所介護通所介護通所介護通所介護サービスサービスサービスサービス

・ふれあいサービス・ふれあいサービス・ふれあいサービス・ふれあいサービス

・訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護

・・・・通所介護通所介護通所介護通所介護

従来通り

予防給付で行う

訪問介護、通所介護

について総合事業へ移行

○ 多様多様多様多様なななな主体主体主体主体によるによるによるによる柔軟柔軟柔軟柔軟なななな取取取取りりりり組組組組みによりみによりみによりみにより効果的効果的効果的効果的かつかつかつかつ効率的効率的効率的効率的にサービスをにサービスをにサービスをにサービスを提供提供提供提供できるようできるようできるようできるよう、予防給
付の訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護、、、、通所介護通所介護通所介護通所介護はははは、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業にににに移行移行移行移行

○その他のサービスは、予防給付によるサービスを利用

要支援者要支援者要支援者要支援者のののの訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護、、、、通所介護通所介護通所介護通所介護のののの総合事業総合事業総合事業総合事業へのへのへのへの移行移行移行移行（（（（介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・生活支援生活支援生活支援生活支援サービスサービスサービスサービス事業事業事業事業））））

＊厚生労働省の資料を一部改変
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帯広市の介護予防・日常生活支援総合事業

現現現現 行行行行

介護予防給付介護予防給付介護予防給付介護予防給付

（要支援１・２）（要支援１・２）（要支援１・２）（要支援１・２）
訪問看護・

福祉用具等

訪問介護・訪問介護・訪問介護・訪問介護・

通所介護通所介護通所介護通所介護

介護予防事業介護予防事業介護予防事業介護予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業

地地地地

域域域域

支支支支

援援援援

事事事事

業業業業

※全国一律の

基準により実施

制度改正後制度改正後制度改正後制度改正後(H29(H29(H29(H29～）～）～）～）

介護予防給付介護予防給付介護予防給付介護予防給付

（要支援１・２）（要支援１・２）（要支援１・２）（要支援１・２）

※全国一律の基準

により実施

介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業介護予防・生活支援サービス事業

◆訪問型サービス

・訪問介護サービス（現行相当）

・てだすけサービス（基準緩和）

・つながりサービス（住民主体）

◆通所型サービス

・通所介護サービス（現行相当）

・ふれあいサービス（基準緩和）

一般介護予防事業一般介護予防事業一般介護予防事業一般介護予防事業

・介護予防普及啓発事業

・地域介護予防活動支援事業

・地域リハビリテーション活動支援事業 等

地地地地

域域域域

支支支支

援援援援

事事事事

業業業業

介介介介

護護護護

予予予予

防防防防

ケケケケ

アアアア

ママママ

ネネネネ

ジジジジ

メメメメ

ンンンン

トトトト
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事業対象者とは？

総合事業のサービスのみを利用する場合は、

本人の選択により、基本チェックリストと呼ばれ

る２５項目の質問紙を実施し、該当になると「事
業対象者」になることができます。

「事業対象者」になると、要介護認定を受ける

ことなく、総合事業のサービスのみを利用する
ことができます。
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事業対象者になると

１１１１ 【【【【要介護要介護要介護要介護（（（（支援支援支援支援））））認定認定認定認定をををを省略省略省略省略できるできるできるできる】】】】

総合事業総合事業総合事業総合事業のサービスのみをのサービスのみをのサービスのみをのサービスのみを利用利用利用利用するするするする場合場合場合場合はははは、、、、要介護要介護要介護要介護（（（（支援支援支援支援））））認定認定認定認定

をををを省略省略省略省略してしてしてして基本基本基本基本チェックリストチェックリストチェックリストチェックリストをををを用用用用いていていていて事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者としとしとしとし、、、、迅速迅速迅速迅速なサーなサーなサーなサー

ビスのビスのビスのビスの利用利用利用利用がががが可能可能可能可能。。。。

２２２２ 【【【【有効期限有効期限有効期限有効期限がないがないがないがない】】】】

事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者にはにはにはには有効期限有効期限有効期限有効期限がなくがなくがなくがなく、、、、更新手続更新手続更新手続更新手続はははは不要不要不要不要。。。。

要介護要介護要介護要介護またはまたはまたはまたは要支援認定要支援認定要支援認定要支援認定になるまでになるまでになるまでになるまで「「「「事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者」」」」としてとしてとしてとして総合事総合事総合事総合事

業業業業のサービスのみをのサービスのみをのサービスのみをのサービスのみを利用利用利用利用することができるすることができるすることができるすることができる。。。。

• 事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者となったとなったとなったとなった後後後後やややや、、、、総合事業総合事業総合事業総合事業のサービスのみをのサービスのみをのサービスのみをのサービスのみを利用利用利用利用しししし始始始始

めためためためた後後後後もももも、、、、必要必要必要必要なななな時時時時はははは要介護要介護要介護要介護（（（（支援支援支援支援））））認定認定認定認定のののの申請申請申請申請がががが可能可能可能可能。。。。
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「事業対象者」が利用できるサービス

○ 総合事業のサービスのみが利用できる。

○ 総合事業のサービス以外の予防給付や介護給付
の利用はできないので、予防給付や介護給付が必要
な場合は、従来どおり認定申請による要介護・要支援
認定が必要。

○ ２号被保険者は「事業対象者」となることができな
いので、従来どおり認定申請による要介護・要支援認
定が必要。要支援認定を受けたら、総合事業のサー
ビスを利用することは可能。
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総合事業が受けられる時期

・・・・地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援センターによりセンターによりセンターによりセンターにより総合事業総合事業総合事業総合事業のサービスのサービスのサービスのサービス利用利用利用利用がががが必必必必

要要要要とととと判断判断判断判断されたされたされたされた場合場合場合場合はははは、、、、平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年４４４４月以降月以降月以降月以降、、、、いつでもいつでもいつでもいつでも総合事総合事総合事総合事
業業業業のサービスをのサービスをのサービスをのサービスを利用利用利用利用することができますすることができますすることができますすることができます。。。。

・・・・認定期間認定期間認定期間認定期間のののの終了終了終了終了にににに伴伴伴伴うううう更新更新更新更新のののの時時時時にににに、、、、要支援又要支援又要支援又要支援又はははは事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者

になればになればになればになれば、、、、そのそのそのその時点時点時点時点でででで総合事業総合事業総合事業総合事業のサービスにのサービスにのサービスにのサービスに切切切切りりりり替替替替わることがわることがわることがわることが
できますできますできますできます。。。。
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平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年４４４４月以降月以降月以降月以降、、、、新新新新しくしくしくしく要支援認定要支援認定要支援認定要支援認定をををを受受受受けたけたけたけた方又方又方又方又はははは

事業対象者事業対象者事業対象者事業対象者となったとなったとなったとなった方方方方

すでにすでにすでにすでに要支援認定要支援認定要支援認定要支援認定をををを受受受受けているけているけているけている方方方方


